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今
期（
２
０
１
７
年
12

月
期
、２
０
１
８
年
３

月
期
）か
ら
適
用
さ
れ

る
基
準
の
改
訂

今
期
か
ら
強
制
適
用
さ
れ
る
基
準
に
は

⑴「
未
実
現
損
失
に
係
る
繰
延
税
金
資
産

の
認
識
」（
Ｉ
Ａ
Ｓ
12
号「
法
人
所
得
税
」

の
改
訂
）、
⑵「
開
示
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
」

（
Ｉ
Ａ
Ｓ
７
号「
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計

算
書
」の
改
訂
）、
⑶「
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の
年
次

改
善（
２
０
１
４
︱
２
０
１
６
年
サ
イ
ク

ル
）」（
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
12
号「
他
の
企
業
へ
の
関

与
の
開
示
」の
改
訂
）が
あ
る
。
本
稿
で
は

⑴
に
つ
い
て
詳
細
な
内
容
を
説
明
し
、⑵
・

⑶
に
つ
い
て
は
、
そ
の
概
要
を
説
明
す
る

こ
と
と
す
る
。

な
お
、
決
算
日
が
違
う
こ
と
に
よ
り
適

用
さ
れ
る
基
準
の
改
訂
内
容
に
違
い
は
な

い
。
ま
た
、
文
中
に
お
け
る
意
見
に
関
す

当
該
資
産
の
帳
簿
価
額
の
範
囲
で
経
済
的

便
益
が
企
業
に
流
入
す
る
で
あ
ろ
う
と
い

う
前
提
に
基
づ
い
て
い
る
。
一
方
で
前
記

将
来
減
算
一
時
差
異
が
生
じ
な
い
と
い
う

考
え
は
、
満
期
日
に
見
込
ま
れ
る
経
済
的

便
益
の
評
価
に
基
づ
い
て
い
る
。

Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
の
審
議
の
結
果
、
将
来
減
算

一
時
差
異
の
存
在
は
、
報
告
期
間
の
末
日

現
在
の
資
産
の
帳
簿
価
額
と
税
務
基
準
額

と
の
比
較
の
み
に
依
存
す
る
も
の
で
あ

り
、
帳
簿
価
額
に
生
じ
得
る
将
来
の
変
動

に
は
影
響
さ
れ
な
い
と
い
う
考
え
の
も

と
、
当
該
未
実
現
損
失
に
対
し
て
将
来
減

算
一
時
差
異
が
生
じ
て
い
る
こ
と
が
明
確

化
さ
れ
た
。

⑵　
「
開
示
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
」（
Ｉ

Ａ
Ｓ
７
号
の
改
訂
）

Ｉ
Ａ
Ｓ
７
号
の
改
訂
は
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
の

開
示
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
の
一
環
で
あ
り
、

財
務
諸
表
利
用
者
が
企
業
の
負
債
に
係
る

変
動
を
よ
り
よ
く
理
解
す
る
こ
と
に
役
立

つ
も
の
で
あ
る
。
本
改
訂
で
は
、
財
務
活

動
か
ら
生
じ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の

変
動
を
伴
う
負
債
の
変
動
と
、
キ
ャ
ッ

シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
変
動
を
伴
わ
な
い
負
債

の
変
動（
為
替
差
損
益
な
ど
）に
関
す
る
開

示
を
求
め
て
い
る
。

本
改
訂
を
初
め
て
適
用
す
る
際
に
は
、

前
期
以
前
に
係
る
比
較
情
報
に
関
す
る
開

示
は
求
め
ら
れ
な
い
。

る
部
分
は
筆
者
の
個
人
的
見
解
で
あ
り
、

所
属
す
る
法
人
の
正
式
な
見
解
で
な
い
点

は
ご
了
承
い
た
だ
き
た
い
。

⑴　
「
未
実
現
損
失
に
係
る
繰
延

税
金
資
産
の
認
識
」（
Ｉ
Ａ
Ｓ
12

号
の
改
訂
）

Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
12
号
に
対
し
さ

ま
ざ
ま
な
改
訂
を
行
っ
た
が
、
今
回
は
そ

の
な
か
か
ら
、
公
正
価
値
で
測
定
さ
れ
る

負
債
性
金
融
商
品
の
未
実
現
損
失
に
係
る

繰
延
税
金
資
産
の
会
計
処
理
を
明
確
化
す

る
た
め
の
改
訂
内
容
に
つ
い
て
詳
述
す

る
。こ

れ
は
、
保
有
し
て
い
る
負
債
性
金
融

商
品
の
公
正
価
値
が
市
場
金
利
上
昇
の
影

響
に
よ
り
下
落
し
た
こ
と
に
よ
る
損
失（
未

実
現
損
失
）に
つ
い
て
、
将
来
減
算
一
時
差

異
を
認
識
す
る
と
い
う
も
の
で
あ
る
。

本
件
が
議
論
の
対
象
と
な
っ
た
背
景

は
、
負
債
性
金
融
商
品
の
元
本
の
回
収
は

税
務
目
的
で
報
告
さ
れ
る
課
税
所
得
を
増

加
も
減
少
も
さ
せ
な
い
の
で
、
一
部
の

人
々
は
、
元
本
の
回
収
は
非
課
税
事
象
で

あ
る
と
考
え
、
当
該
金
融
商
品
の
公
正
価

値
が
下
落
し
た
と
し
て
も
将
来
減
算
一
時

差
異
は
生
じ
な
い
と
考
え
て
い
た
こ
と

で
、
実
務
に
ば
ら
つ
き
が
存
在
し
て
い
た

こ
と
に
よ
る
。

Ｉ
Ａ
Ｓ
12
号
５
項
で
は
、
将
来
減
算
一

時
差
異
は
、
財
政
状
態
計
算
書
に
お
け
る

資
産
ま
た
は
負
債
の
帳
簿
価
額
と
税
務
基

準
額
と
の
間
の
一
時
差
異
の
う
ち
、
資
産

の
帳
簿
価
額
の
回
収
ま
た
は
負
債
の
決
済

が
行
わ
れ
る
将
来
の
期
間
の
課
税
所
得

（
税
務
上
の
欠
損
金
）を
算
定
す
る
際
に
、

損
金
算
入
可
能
な
金
額
を
生
じ
る
も
の
と

さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
は
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
12
号
に
お
け
る
一
時

差
異
の
計
算
は
、
企
業
が
資
産
の
帳
簿
価

額
を
回
収
す
る
こ
と
に
よ
り
、
将
来
の
期

間
に
お
い
て
、
報
告
期
間
の
末
日
現
在
の

Ⅰ
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
解
釈
指
針
委
員
会
の
決
定
に
み
る
実
務

今
期
か
ら
適
用
と
な
る
基
準

と
ア
ジェン
ダ
決
定
の
概
要

新
日
本
有
限
責
任
監
査
法
人

公
認
会
計
士

竹
下　

泰
俊


